
需用費 486,015円（消耗品費 22,035円　印刷製本費 463,980円）　役務費 381,142円（通信運搬費
294,268円　口座振替手数料 86,874円）　委託料 1,567,280円　償還金 1,133,542円

備　 考 　令和4年度から事業費に償還金（予算科目：2-6-1-1）の額も含めて表記。

項 2 徴税費 目 1 賦課徴収費

特定財源の名称・金額 コロナ交付金 715,000円

令和４年度
経費の内訳

事務事業に係る経費の詳細

予算科目（歳出区分) 会計 2 国民健康保険事業特別会計 款 1 総務費

  うち繰越分↓
4,513,000

  うち繰越分↓
 一般財源(e) 1,674,391

  うち繰越分↓
2,852,979

  うち繰越分↓   うち繰越分↓
うち受益者負担

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓   うち繰越分↓
 その他(d)

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓   うち繰越分↓

財
源
内
訳

 国庫支出金(a)
  うち繰越分↓

715,000

 県支出金(b)
  うち繰越分↓

 地方債(c)
  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

4,513,000
  うち繰越分↓

0 0 0

３　事業費の推移と評価対象年度経費

令和３年度 令和４年度（評価対象年度） 令和５年度（見込）

事業費【(a)～(e)の合計】 1,674,391
  うち繰越分↓

3,567,979

事務事業の内容
どのような方法・手段で
事務事業を行ったか

　国民健康保険事業運営のために、被保険者負担である保険税の賦課及び徴収。本町は税方式をとって
いるため、目的税として被保険者世帯の世帯主（納税義務者）に課税している。賦課方式は、所得割・資
産割・均等割・平等割による四方式である。徴収方法としては次のとおり。
（納期は普通徴収については8期、年金特別徴収については6期）

①普通徴収（自主納付）・・・・・納税義務者が、指定金融機関等において納付書により納付
②普通徴収（口座振替）・・・・・納税義務者又はその他名義の金融機関口座からの振替納付
③年金特別徴収・・・・・・・・・・・納税義務者の公的受給年金より特別徴収（天引き）

事務事業の成果
結果・実績はどうか

（現　 年　 分）調定額 234,294,600円　　収入額 229,116,400円
　　　　　　　　　不納欠損額 0円　　未納額 5,178,200円　　収納率 97.79％

（滞納繰越分）調定額 22,109,346円　　収入額 5,143,522円
　　　　　　　　　不納欠損額 2,356,877円　　未納額 14,608,947円　　収納率33.92％

特記事項

２　事務事業の目的・内容・成果

事務事業の対象
具体的に誰(なに)を

国民健康保険に加入している世帯の被保険者（世帯主及び世帯員） 対 象 者

被保険者数
約 2,700人

被保険者世帯数
約 1,800世帯

事務事業の目的
どのような状態にしたいのか

国民健康保険事業の円滑な財政運営のための、保険税の適正かつ公平な賦課及び納付の実現

事業継続年数 事業開始年度 不明

分野別施策 ６　社会保障の充実 所 属 長 逸見 雅信

主な施策 ２　国民健康保険事業の健全化 電話番号 82-6304

第２次
総合計画体系

政策目標 １　健やかに暮らせるまち 担当部署 税務課

根拠法令等 国民健康保険法　国民健康保険税条例　地方税法 など

事業実施方法区分

東みよし町 事務事業評価シート 評価年度 令和５年度 事業年度 令和４年度

１　事務事業の概要

事務事業名 国民健康保険税賦課徴収事務【コロナ交付金】 整理番号 1304-013

町直営 全部委託 一部委託 補助金等指定管理

5年以内 6年～10年 11年～20年 21年以上


